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京大東アジアセンターニュースレター   第 480号   




























2013 年 8 月 18 日(日) 13 時 
中国人民大学・京都大学共同経済研究センター 




挨拶 人民大学経済学院 院長 楊 瑞龍 
日本汽車工業協会北京代表処 処長 新野 雅史 
    
13:10-14:00 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  現代自動車から何を学ぶか 
  
14:00-14:40 
事業創造大学院大学 教授  富山 栄子 現地適応化めざした商品企画･製品開発プロセス 
  
14:40-15:20 




東京都市大学都市生活学部 教授 井上 隆一郎 外資メーカーブランドの中での現代ブランド 
  
16:15-16:55 
















（文責 京大東アジア経済研究センター 矢野剛） 
日本からの提言 
日中は環境・省エネ技術で日中関係の劇的改善を図れ！ 
                                                                                                  
                          京都大学東アジア経済研究センター協力会会長   
                        京都大学大学院経済学研究科・経済学部名誉フェロー 
                    西安交通大学中国西部発展研究中心資深顧問（Senior Adviser） 









































             賛成   1969票 
      
             反対    850票   
                                   975票（33.1％） 
             棄権    125票 
                                                        
        合計   2.944票 (2013.3.17 朝日・朝刊) 
 
（データ）・3月 16日の北京の微小粒子状物質 PM2.5 1㎥当たり 350μｇ（日本の基準の 10倍） 
（出所：以上 2013.3.17 朝日・朝刊） 
・肺癌患者数（北京市）過去 10 年間で＋60％増 
・肺癌死亡者数（全国）過去 30 年間で＋465％増 4.65倍に 
（出所：世銀報告書 2013.3.19ニューズウィーク日本版） 
・上記に対する北京政府のとった対策（2013年 1月） 












更にもう一つ PM2.5 の大きな発生源は自動車の排気ガスで、北京の PM2.5 の発生源の 1/4（25％）はこの排
気ガスだ。中国では 2012 年 1 年間で自動車の販売台数は 1900万台を超え、民間の保有台数は 1億台を超え














湖南省のある農村の例（2013.3.27 NHKラジオ AM7時 33分よりのワールド・レポート 中国の環境問題） 














































の製鋼用原料炭まで加えると、その使用量はケタ外れに大きく、2012 年は輸入も含め実に 38 億トンを消
費した。この量は全世界の石炭使用量の約半分に相当する量だ。人口は 20％強であるにも拘わらず、であ 
















中国人の食肉消費量（1人あたり 年間 単位 kg） 
 
1977年 1985年 2008年 今後の見通し（2013年～） 




















































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10 月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11 月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12 月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013 年             
1 月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2 月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
1996年 2006年 
4,000万トン 8,000万トン 
牛肉 豚肉 鶏肉 





3 月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4 月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5 月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6 月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
